
（※進捗状況→　◎：拡充、○：継続、△：見直し、－：評価対象外)

施策の方向　　⑴　きめ細やかな相談支援体制の充実

令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■相談支援事業の実施
・実施事業所　5か所

■「障がい者の暮らし
を支える協議会」の開
催
・全体会　3回
・部会　　計10回

■相談支援事業の実施
・実施事業所　5か所
・相談件数　2,417件

■「障がい者の暮らし
を支える協議会」を開
催
・全体会　3回
・部会　　計9回

○

■相談支援事業の実施
・実施事業所　5か所

■「障がい者の暮らし
を支える協議会」の開
催
・全体会　3回
・部会　　計9回

■相談員制度の実施
・身体障害者相談員
　27人
・知的障害者相談員
　4人

■相談員への情報提供
・障害福祉サービス等
の情報提供

■相談員制度の実施
⑴身体障害者
・相談員　　 27人
・相談件数　879件
⑵知的障害者
・相談員　　　4人
・相談件数　 61件

○

■相談員制度の実施
・身体障害者相談員
　28人
・知的障害者相談員
　4人

■相談員への情報提供
・障害福祉サービス等
の情報提供

■総合的・専門的な相
談支援体制の整備
・地域住民の複雑化・
複合化した支援ニーズ
に対応するため、相談
支援体制を整備し、関
係機関とも連携しなが
ら相談対応にあたる

■地域住民の複雑化・
複合化した支援ニーズ
に対応するため、相談
支援体制を整備し、関
係機関とも連携しなが
ら相談対応にあたった
・福祉相談窓口の相談
件数　276件

○

■総合的・専門的な相
談支援体制の整備
・地域住民の複雑化・
複合化した支援ニーズ
に対応するため、相談
支援体制を整備し、関
係機関とも連携しなが
ら相談対応にあたる
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大垣市障がい者総合支援プラン（大垣市第4次障害者計画）
令和3年度事業実績・令和4年度事業計画一覧表

＜相談支援事業の充実＞
　基幹相談支援センターを中心とした地域の相談支援体制の充実
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＜相談員の活用＞
　身体障害者相談員と知的障害者相談員の周知と適切な情報提供

＜総合的・専門的な相談支援体制の確保＞
複合的な福祉課題に対し、総合的・専門的な相談支援体制を確保・充実

施策目標１　　自立した暮らしの支援
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■大垣市障がい者の暮
らしを支える協議会の
開催
・協議会全体会　 3回
・子ども支援部会 2回
・就労支援部会　 2回
・権利擁護部会　 2回
・暮らし支援部会 2回
・相談支援部会　 2回
・第三次障害者計画等
の評価、障がい者総合
支援プランの推進に関
する協議

■大垣市障がい者の暮
らしを支える協議会を
開催
・協議会全体会　 3回
・子ども支援部会 1回
・就労支援部会　 2回
・暮らし支援部会 1回
・権利擁護部会　 2回
・相談支援部会　 2回
・子ども・暮らし合同
部会　　　　　　 1回
・第三次障害者計画等
の評価、障がい者総合
支援プランの推進に関
する協議　1回

○

■大垣市障がい者の暮
らしを支える協議会の
開催
・協議会全体会　 3回
・子ども支援部会 1回
・就労支援部会　 2回
・権利擁護部会　 2回
・暮らし支援部会 1回
・相談支援部会　 2回
・子ども・暮らし合同
部会　　　　　　 1回
・障がい者総合支援プ
ランの評価や推進に関
する協議

施策の方向　　⑵　地域での自立に向けた生活支援サービスの充実

令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■相談支援事業所によ
るケアマネジメントの
実施
・相談支援専門員が障
がい者等からの相談に
応じ、必要な情報提供
及び援助等を行う

■相談事業所連絡会の
開催
・委託相談事業所連絡
会の開催　年6回

■相談支援事業所によ
るケアマネジメントの
実施
・サービス等利用計画
作成数　1,200件
・障害児支援利用計画
作成数　　701件

■相談事業所連絡会の
開催
・委託相談事業所連絡
会の開催　年5回

○

■相談支援事業所によ
るケアマネジメントの
実施
・相談支援専門員が障
がい者等からの相談に
応じ、必要な情報提供
及び援助等を行う

■相談事業所連絡会の
開催
・委託相談事業所連絡
会の開催　年6回
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＜相談支援・ケアマネジメント体制の充実＞
　計画相談支援やケアマネジメントによるサービスの効果的な提供

施
策
番
号

5

障
が
い
福
祉
課

4

障
が
い
福
祉
課

＜自立支援協議会の充実＞
　障がい者の暮らしを支える協議会での地域課題の共有と関係機関の連携
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■障害者手帳交付時の
周知
・市の制度をまとめた
パンフレット、岐阜県
発行の障害者福祉の手
引きによる制度説明

■ホームページや広報
での周知
・ホームページや広報
紙に、市の支援制度や
サービスに関する情報
を掲載

■障害者手帳交付時の
周知
・障害者手帳新規交付
件数　671件
・市の制度をまとめた
パンフレットの更新

■ホームページや広報
での周知
・ホームページでは支
援制度や相談窓口、
「保健・福祉のガイド
ブック」を掲載
・広報紙（12月1日号）
では、市の相談窓口に
関する情報を掲載

○

■障害者手帳交付時の
周知
・市の制度をまとめた
パンフレット、岐阜県
発行の障害者福祉の手
引きによる制度説明

■ホームページや広報
での周知
・ホームページや広報
紙に、市の支援制度や
サービスに関する情報
を掲載

■サービス提供事業者
への情報提供
・県等が主催する福祉
サービスや相談支援に
関する研修会に関する
情報提供を事業者に行
い、受講の促進を図る

■サービス提供事業者
への情報提供
・県等が主催する研修
会の案内を随時、事業
者へ情報提供した
・コロナウイルス感染
症拡大防止の注意喚起
を随時実施した

○

■サービス提供事業者
への情報提供
・県等が主催する福祉
サービスや相談支援に
関する研修会に関する
情報提供を事業者に行
い、受講の促進を図る
・感染症対策の注意喚
起を行う

■日中活動や余暇活動
の場の充実
・生活介護給付費の支
給、日中一時支援事業
給付費の支給、地域活
動支援センター事業の
委託

■日中活動や余暇活動
の場の充実
・事業所数　74か所
・利用者数　524人

○

■日中活動や余暇活動
の場の充実
・生活介護給付費の支
給、日中一時支援事業
給付費の支給、地域活
動支援センター事業の
委託
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＜障害福祉サービスの利用促進＞
　障害者手帳の取得により受けることができる各種サービスの周知

＜障害福祉サービスの質の向上＞
　サービス提供事業者に対する各種養成研修の受講促進と感染対策の徹底

＜日中活動の場の充実＞
　地域活動支援センターなど、障がいのある人の日中活動の場を拡充
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■介護保険サービス移
行へのケース会議の開
催
・65歳到達者につい
て、利用調整を図る
ケース会議を開く

■新高額障害福祉サー
ビス等給付制度の周知
と利用促進を図る

■高齢障がい者が、適
切な介護・障害福祉
サービスを受け、在宅
生活を維持することが
できるよう支援した
・ケース会議の開催
　31件

■新高額障害福祉サー
ビス等給付制度の利用
者数　3人

○

■介護保険サービス移
行へのケース会議の開
催
・65歳到達者につい
て、利用調整を図る
ケース会議を開く

■新高額障害福祉サー
ビス等給付制度の周知
と利用促進を図る

■共生型サービス事業
参入促進
・介護保険分野と連携
しながら、共生型サー
ビス事業所への参入を
働きかける

■共生型サービス事業
参入促進
・介護サービス事業者
連絡会で共生型サービ
ス事業所への参入を働
きかけた

○

■共生型サービス事業
参入促進
・介護保険分野と連携
しながら、共生型サー
ビス事業所への参入を
働きかける

■地域移行の利用促進
・精神科病院等と地域
生活への移行に必要な
支援体制や、関係機関
との連携体制の整備を
検討する

■精神科病院等と地域
生活への移行に必要な
支援体制や、関係機関
との連携体制の整備を
検討した
・地域移行にむけた精
神科病院との協議 1回

○

■地域移行の利用促進
・精神科病院等と地域
生活への移行に必要な
支援体制や、関係機関
との連携体制の整備を
検討する

■西濃圏域障がい者総
合支援推進協議会、地
域生活支援事業部会で
の協議（大垣市障がい
者の暮らしを支える協
議会共同）
・地域生活支援拠点の
機能を実行性のあるも
のにするための体制づ
くりについて協議を行
う

■障がい者の暮らしを
支える協議会の暮らし
支援部会・西濃圏域障
がい者総合支援推進協
議会での協議
⑴実施回数　2回
⑵主な内容
・登録対象事業者間で
登録に関する課題等に
ついて意見交換、情報
共有をした
・緊急対応した事例を
紹介し意見交換、情報
共有をした

○

■西濃圏域障がい者総
合支援推進協議会、地
域生活支援事業部会で
の協議（大垣市障がい
者の暮らしを支える協
議会共同）
・地域生活支援拠点の
機能を実行性のあるも
のにするための体制づ
くりについて協議を行
う

＜介護保険サービスの円滑な移行促進＞
　65歳以上の障がい者への介護保険サービスへの円滑な移行を支援

＜共生型サービスの利用促進＞
　介護保険分野と連携した、新たな共生型サービス事業所の確保と支援
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＜地域生活への移行促進＞
　地域生活移行に必要な支援体制や、関係機関との連携体制の整備を検討

＜地域生活支援拠点機能の充実＞
　緊急時の受け入れ等の機能を関係機関が分担して支援を行う体制の整備
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■障がい者が利用する
福祉サービスの質の向
上を図るため、市内事
業者に対して第三者評
価事業への積極的な受
審を促す

■事業者による第三者
評価制度の受審の促進
について、市内事業者
や市の指定管理施設に
周知した ○

■障がい者が利用する
福祉サービスの質の向
上を図るため、市内事
業者に対して第三者評
価事業への積極的な受
審を促す

施策の方向　　⑶　保健・医療・福祉の連携

令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■健（検）診を実施

■特定保健指導の実施

■健康相談の実施

■訪問指導の実施

■健（検）診を実施
・成人健康検査 257人
・肝炎ウイルス検診
　　　　　　　　66人
・胃がん検診 1,074人
・肺がん検診 4,836人
・大腸がん検診
　　　　　　 3,511人
　　　　　　　　ほか

■特定保健指導の実施
・指導修了者数 304人

■健康相談を実施
・相談回数
　256回　延1,707人

■訪問指導を実施
・指導人数　延103人

○

■健（検）診を実施

■特定保健指導の実施

■健康相談の実施

■訪問指導の実施

■40歳～74歳の大垣市
国民健康保険加入者に
対し、様々な機会や媒
体を通じて、特定健康
診査の重要性を周知
し、健康審査受診の促
進をする（集団健診の
実施・受診勧奨はがき
の発送等）

■40歳～74歳の大垣市
国民健康保険加入者に
対し特定健康診査を実
施
・受診者数　6,797人
・受診率　　 32.0％
※令和4年4月末暫定値

○

■40歳～74歳の大垣市
国民健康保険加入者に
対し、様々な機会や媒
体を通じて、特定健康
診査の重要性を周知
し、健康審査受診の促
進をする（集団健診の
実施・受診勧奨はがき
の発送等）
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＜健康診査などの充実＞
　障がいの原因となる生活習慣病の予防、早期発見のため検診体制を拡充

＜健康診査などの充実＞
　障がいの原因となる生活習慣病の予防、早期発見のため検診体制を拡充

＜第三者評価事業の促進＞
　第三者評価の受診促進により障害福祉サービス事業者の質の向上を図る
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■相談支援事業の実施
・適切な医療が受けら
れるよう、院内調整を
図る
・医療、福祉的視点か
らよりよい生活が営め
るよう、関係機関との
良好な連携に努める

■相談支援事業の実施
・障がい者の生活を把
握し、適切な医療や福
祉サービスを受けられ
るよう、計画相談員等
との連携を図り、生活
及び医療の不安解消に
努めた

○

■相談支援事業の実施
・適切な医療が受けら
れるよう、院内調整を
図る
・医療、福祉的視点か
らよりよい生活が営め
るよう、関係機関との
良好な連携に努める

■妊婦、産婦、乳幼児
健康診査を実施

■ケース検討会に参加

■妊婦健診の補助、乳
幼児健康診査を実施
・妊婦健康診査
　　　　　延13,561人
・産婦健康診査
　　　　　　 延931人
・4か月児健康診査
　　　　　　 1,134人
・10か月児健康診査
　　　　　　 1,117人
・1歳6か月児健康診査
　　　　　　 1,128人
・3歳児健康診査
             1,220人

■ケース検討会
・参加回数　32回

○

■妊婦、産婦、乳幼児
健康診査を実施

■ケース検討会に参加

■障がい児の発達段階
に応じて、保育園、幼
稚園、小学校、療育機
関が連携を行う
・ひまわり学園職員に
よる民間保育園・幼稚
園等への巡回指導
・保育士等によるひま
わり学園での療育見学
の実施
・合同学習会の実施

■障がい児の発達段階
に応じて、保育園、幼
稚園、小学校、療育機
関が連携を行った
・ひまわり学園職員に
よる民間保育園・幼稚
園等への巡回指導（42
回）
・保育士等によるひま
わり学園での療育見学
の実施
・合同学習会の実施

○

■障がい児の発達段階
に応じて、保育園、幼
稚園、小学校、療育機
関が連携を行う
・ひまわり学園職員に
よる民間保育園・幼稚
園等への巡回指導
・保育士等によるひま
わり学園での療育見学
の実施
・合同学習会の実施

＜医療と福祉サービスの連携＞
　地域にて適切な医療やリハビリ、福祉サービスが利用できるよう支援

＜支援が必要な子どもの早期発見＞
　支援が必要な子どもの早期発見と適切な療育が受けられるよう支援

＜支援が必要な子どもの早期発見＞
　支援が必要な子どもの早期発見と適切な療育が受けられるよう支援

15
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■広報・ホームページ
などを活用したこころ
の病気などに関する情
報を提供

■出前講座、健康教育
を実施

■こころの健康相談を
実施

■広報・ホームページ
を活用したこころの病
気などに関する情報を
提供
・広報掲載回数　5回

■出前講座等を実施
・実施回数　17回

■こころの健康相談を
実施
・実施回数　19回
・相談人数　20人

○

■広報・ホームページ
などを活用したこころ
の病気などに関する情
報を提供

■出前講座、健康教育
を実施

■こころの健康相談を
実施

■障害福祉サービス給
付費の支給による医療
的ケアが必要な障がい
児者の受け入れの促進
・療養介護給付費
・短期入所（医療型）
給付費

■関係機関（保健所・
保健センター・関連
課）と連携し、医療的
ケアが必要な障がい児
者のニーズの把握に努
め、働きかけを実施
・ケース会議等の開催
　年2回

■障害福祉サービス給
付費の支給による医療
的ケアが必要な障がい
児・者の受け入れの促
進
・療養介護給付費
　　　　 57,492千円
・短期入所（医療型）
給付費　　5,161千円

■関係機関（保健所・
保健センター・関連
課）と連携し、医療的
ケアが必要な障がい児
者のニーズ把握に努
め、働きかけを実施し
た
・ケース会議等の開催
　3回

○

■障害福祉サービス給
付費の支給による医療
的ケアが必要な障がい
児者の受け入れの促進
・療養介護給付費
・短期入所（医療型）
給付費

■関係機関（保健所・
保健センター・関連
課）と連携し、医療的
ケアが必要な障がい児
者のニーズの把握に努
め、働きかけを実施
・ケース会議等の開催
　年2回

＜こころの健康づくりの推進＞
　こころの病気に関する知識の普及啓発と相談等のサポート体制を充実

＜医療的ケア児者の受け入れの推進＞
　医療的ケアを必要とする利用希望者の受け入れを推進

保
健
セ
ン
タ
ー
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■県難病団体連絡協議
会と連携し、県委託事
業の医療福祉相談会に
協力

■保健所と連携し、在
宅の難病患者に対し、
障害福祉サービス等の
情報提供を実施

■広報媒体や障がい者
サポーター制度の活用
による難病に関する理
解啓発を実施

■県難病団体連絡協議
会と連携し、県委託事
業の医療福祉相談会に
協力した

■保健所と連携し、難
病患者に対する障害福
祉サービス利用促進、
社会参加助成などを実
施
・受給者証発行人数
　　　　　　　　 2人
・社会参加助成　40人

■障がい者サポーター
研修会等の機会や広報
紙などで、難病に対す
る理解啓発を実施した

○

■県難病団体連絡協議
会と連携し、県委託事
業の医療福祉相談会に
協力

■保健所と連携し、在
宅の難病患者に対し、
障害福祉サービス等の
情報提供を実施

■広報媒体や障がい者
サポーター制度の活用
による難病に関する理
解啓発を実施

■自立支援医療（更生
医療・育成医療・精神
通院）制度を周知し、
利用の促進を図る

■障害者差別解消法等
の周知
・障がいの特性や配慮
方法、障害者差別解消
法の施行について啓発
活動を行う

■自立支援医療（更生
医療・育成医療・精神
通院）制度を周知し、
利用の促進を図った
・更生医療　　128件
・育成医療　　　9件
・精神通院　1,885件

■障害者差別解消法等
について街頭などで啓
発活動を実施した

○

■自立支援医療（更生
医療・育成医療・精神
通院）制度を周知し、
利用の促進を図る

■障害者差別解消法等
の周知
・障がいの特性や配慮
方法、障害者差別解消
法の施行について啓発
活動を行う

■身体・知的・精神障
がい者に対し、医療費
を助成(所得制限あり)　
・身体(1～4級)
・療育(A1～B2)
・精神(1・2級)

■身体・知的・精神障
がい者に対し、医療費
を助成
・身体(1～4級)
　　　　　　 4,147人
・療育(A1～B2) 766人
・精神(1・2級)
　　　　　　 1,189人

○

■身体・知的・精神障
がい者に対し、医療費
を助成(所得制限あり)　
・身体(1～4級)
・療育(A1～B2)
・精神(1・2級)

＜障がい者医療の充実＞
　医療費助成により適切な医療の受診と医療現場での障がい理解を促進

＜障がい者医療の充実＞
　医療費助成により適切な医療の受診と医療現場での障がい理解を促進
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施　策　事　業
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＜難病に関する施策の推進＞
　保健所等の関係機関との協力・連携を強化し、理解啓発活動を実施
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施策の方向　　⑷　日常の暮らしの場としての多様な住まいの確保

令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■民間事業者によるグ
ループホーム整備の際
に、事業者負担費用の
一部を補助する制度を
周知
・整備助成件数　1件

■広報での周知や啓発
活動等による障がい者
理解の促進

■「民間障害者福祉施
設整備助成事業」の申
請対象案件なし

■広報等での周知や市
イベント会場での啓発
活動を実施した ○

■民間事業者によるグ
ループホーム整備の際
に、事業者負担費用の
一部を補助する制度を
周知
・整備助成件数　1件

■広報での周知や啓発
活動等による障がい者
理解の促進

■既設の身体障がい者
用住戸の維持管理
・和合団地　 11戸
・恵比寿団地　2戸

■既設の身体障がい者
が利用できる住戸の維
持管理
・和合団地　 11戸
・恵比寿団地　2戸

○

■既設の身体障がい者
用住戸の維持管理
・和合団地　 11戸
・恵比寿団地　2戸

■相談事業所連絡会等
で民間住宅の活用や賃
貸住宅経営者等への啓
発方法について検討す
る

■地域移行支援のケア
会議や個別相談時にお
いて賃貸住宅経営者に
参加してもらい、障が
い者理解と入居の推進
を行った
・相談件数　2件

○

■相談事業所連絡会等
で民間住宅の活用や賃
貸住宅経営者等への啓
発方法について検討す
る

＜生活の場の確保＞
　民間による障がい者のグループホームや公営住宅の確保

＜生活の場の確保＞
　民間による障がい者のグループホームや公営住宅の確保

＜民間住宅の積極的な利用促進＞
　賃貸住宅経営者や不動産業者等に対して障がいへの理解促進を図る

施　策　事　業

21-1

21-2
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施策目標２　　社会参加の促進

施策の方向　　⑴　ニーズに応じた障がい児支援と教育の充実

令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■保育を必要とする障
がい児の保育園等での
個別・少人数・小集団
での指導の実施

■個別指導担当保育士
の障がい児保育の知識
向上と技術習得のた
め、学習会や研修会を
開催

■ひまわり学園職員に
よる民間保育園への巡
回指導を実施

■5歳すこやか相談、少
人数保育、カラダわく
わくワークショップを
実施

■市内全保育園で障が
い児の受け入れを実施
・市内保育園33園（幼
保園含む）
・プレイルームの実施
（すもと、三城、日
新、北、赤坂の5園）

■障がい児保育の知識
向上と技術習得の学習
会を実施　5回

■ひまわり学園職員に
よる民間保育園の巡回
指導を実施　42回

■民間を含む41園で5歳
すこやか相談、公立24
園で少人数保育、10園
でカラダわくわくワー
クショップを実施

○

■保育を必要とする障
がい児の保育園等での
個別・少人数・小集団
での指導の実施

■個別指導担当保育士
の障がい児保育の知識
向上と技術習得のた
め、学習会を開催

■ひまわり学園職員に
よる民間保育園への巡
回指導を実施

■5歳すこやか相談、少
人数保育、カラダわく
わくワークショップを
実施

■保育者等基本研修会
(特別支援教育)を開催

■保育者等基本研修会
(特別支援教育)を開催
　1回

○
■保育者等基本研修会
(特別支援教育)を開催

■10か月児健康診査
で、理学療法士による
運動発達相談・指導を
実施　

■1歳6か月児健康診査
で、心理相談員による
発達相談、指導を実施 

■3歳児健康診査で、心
理相談員による発達相
談・指導を実施

■遊びの教室を実施

■5歳すこやか相談にお
いて医療相談を実施

■10か月児健康診査で
の運動発達相談・指導
を実施　142件

■1歳6か月児健康診査
での発達相談・指導を
実施　130件

■3歳児健康診査での発
達相談・指導を実施
　111件

■遊びの教室を実施
　延410人

■5歳すこやか相談にお
いて医療相談を実施
　36件

○

■10か月児健康診査
で、理学療法士による
運動発達相談・指導を
実施　

■1歳6か月児健康診査
で、心理相談員による
発達相談、指導を実施 

■3歳児健康診査で、心
理相談員による発達相
談・指導を実施

■遊びの教室を実施

■5歳すこやか相談にお
いて医療相談を実施

＜保育所の充実＞
　保育所での障がい児の受け入れと障がいに応じた保育の充実を図る

施　策　事　業

＜保育士の指導力向上＞
　研修の受講や巡回指導の受け入れにより指導力向上を図る

＜発達障がい児への支援＞
　早期発見や医療、保健、福祉、教育等の連携による発達支援
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■発達支援連絡会議の
開催　3回

■大垣市スマイルブッ
クの新規発行　284人

■作業療法士派遣事業
（カラダわくわくワー
クショップ）　16園

■保護者、市民、支援
者向け講演会
・開催中止

■5歳すこやか相談等保
健センター連携事業の
実施　1,310人

■保護者支援
・ペアレントプログラ
ム講座　6回
・ペアレントトレーニ
ング講座　5回
・発達支援学習会 4回
・親子運動教室　 1回

■スマイル発達相談の
実施　10回

■オプトメトリスト相
談の実施　7回

■発達検査の実施
　60件

○

■発達支援連絡会議の
開催

■大垣市スマイルブッ
クの普及啓発

■保護者、市民、支援
者向け講演会の実施

■5歳すこやか相談等保
健センター連携事業の
実施

■保護者支援
・ペアレントプログラ
ム講座の開催
・ペアレントトレーニ
ング講座の開催
・発達支援学習会の開
催
・親子運動教室の開催

■スマイル発達相談の
実施

■オプトメトリスト相
談の実施

■発達検査の実施

＜発達障がい児への支援＞
　早期発見や医療、保健、福祉、教育等の連携による発達支援

■発達支援連絡会議の
開催

■大垣市スマイルブッ
クの普及啓発

■作業療法士派遣事業
(カラダわくわくワーク
ショップ)

■保護者、市民、支援
者向け講演会の実施

■５歳すこやか相談等
の3事業の連携実施

■保護者支援
・ペアレントプログラ
ム講座の開催
・ペアレントトレーニ
ング講座の開催
・発達支援学習会の開
催
・親子運動教室の開催

■スマイル発達相談の
実施

■オプトメトリスト相
談の実施

■発達検査の実施

25-2
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■学校教育課と連携
し、プレイルーム、こ
とばの教室実施園の担
当及び特別支援コー
ディネーターが関わ
り、就学相談や就学判
定を実施

■個別の教育支援計画
や個別の指導計画等の
作成

■22小学校区で保幼小
連携協議会を開催

■小学校1日入学や保幼
小連絡会を実施

■特別支援コーディ
ネーター研修会への参
加　2回

■学校教育課と連携
し、ことばの教室担当
者、プレイルーム担当
者、特別支援コーディ
ネーター等5人が就学相
談や就学判定に参加し
た

■発達の遅れ等がある5
歳児を対象に個別の教
育支援計画、指導計画
の作成を進めた

■22小学校区で保幼小
連携協議会を行い、小
学校と園との連携を
図った

■小学校入学説明会
（2/15・18）、保幼小
連絡会（2/25）を実施

○

■学校教育課と連携
し、プレイルーム、こ
とばの教室実施園の担
当及び特別支援コー
ディネーターが関わ
り、就学相談や就学判
定を実施

■個別の教育支援計画
や個別の指導計画等の
作成

■22小学校区で保幼小
連携協議会を開催

■小学校1日入学や保幼
小連絡会を実施

■障がいのある児童生
徒の早期発見等のため
必要な措置を図る
⑴就学のための教育相
談相談員（相談会、言
語相談、巡回相談）
　延250人
⑵臨床心理士による個
別知能検査の実施
　200人

■障がいのある児童生
徒の早期発見等のため
必要な措置を図った
⑴就学のための教育相
談
・相談件数　325件
（相談会）　138件
（言語相談）122件
（巡回相談） 65件
⑵臨床心理士による個
別知能検査の実施
　289人

◎

■障がいのある児童生
徒の早期発見等のため
必要な措置を図る
⑴就学のための教育相
談相談員（相談会、言
語相談、巡回相談）
　延300人
⑵臨床心理士による個
別知能検査の実施
　270人

＜発達障がい児への支援＞
　早期発見や医療、保健、福祉、教育等の連携による発達支援

＜発達障がい児への支援＞
　早期発見や医療、保健、福祉、教育等の連携による発達支援

施　策　事　業
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■障害児通所支援事業
支給判定委員会の開催

■事業所訪問の実施

■障害児通所支援事業
支給判定委員会の設置
・判定委員会　13回
・判定人数　　72人

■事業所訪問し、人員
体制や書類等の確認・
助言を行い、質の向上
及びサービスの平準化
を図った
・訪問数　5か所

○

■障害児通所支援事業
支給判定委員会の開催

■事業所訪問の実施

■障がい児がいる留守
家庭児童教室に指導員
を加配し、研修を行う
・研修参加人数　11人

■障がい児がいる留守
家庭児童教室に指導員
を加配し、指導員に対
して研修を実施した
・加配指導員配置
　　　　　18教室18人
・特別支援学級在籍児
童入室人数　平均38人
・放課後児童支援員等
資質向上研修参加 3人

○

■障がい児がいる留守
家庭児童教室に指導員
を加配し、研修を行う
・研修参加人数　5人

※新型コロナウイルス
感染症の影響で県研修
の受講人数制限がある
ため縮小

■特別支援教育支援
員、介助員の配置と巡
回相談員の派遣
・介助員の配置　23人
・支援員の配置　40人
・就学のための巡回相
談員の配置　1人

■特別支援教育支援
員・介助員の配置と巡
回相談員の派遣
・介助員の配置　23人
・支援員の配置　40人
・就学のための巡回相
談員の配置　1人

○

■特別支援教育支援
員、介助員の配置と巡
回相談員の派遣
・介助員の配置　23人
・支援員の配置　40人
・就学のための巡回相
談員の配置　1人

■特別支援教育コー
ディネーター研修等の
実施　1回

■教職員スキルアップ
事業「だれもが研修」
の実施

■特別支援教育コー
ディネーター研修をオ
ンラインで実施　1回

■「だれもが研修」へ
の参加　77人 ○

■特別支援教育コー
ディネーター研修等の
実施　1回

■教職員スキルアップ
事業「だれもが研修」
の実施

29
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施　策　事　業

＜障害児通所サービスの質の向上＞
　適切なサービス提供の推進及び事業所のサービスの質の向上を図る

＜放課後等活動の場の充実＞
　留守家庭児童教室での障がい児の受け入れ促進や事業所の質の向上を図る

＜特別支援教育体制の充実＞
　障がいのある児童・生徒への学習支援体制の充実を図る

＜教職員などの指導力向上＞
　障がい特性に応じた支援を行う教職員の指導力向上にむけた研修を開催

子
育
て
支
援
課

社
会
教
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課

学
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教
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課
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■特別支援学級に在籍
している中学生を対象
とした職場見学会の実
施
・参加校　9校

■新型コロナウイルス
感染症の影響により職
場見学会中止 －

■特別支援学級に在籍
している中学生を対象
とした職場見学会の実
施
・参加校　9校

■保護者や関係機関と
連携した個別教育支援
計画の作成・活用、一
人ひとりの状況に応じ
た指導・援助を検討す
る校内委員会等を充実
させ、進学・転学先へ
引き継ぐ

■保護者や関係機関と
連携した個別教育支援
計画の作成・活用、一
人ひとりの状況に応じ
た指導・援助を検討す
る校内委員会等を充実
させ、進学・転学先へ
引き継いだ
・市内全小中学校（32
校）で実施

○

■保護者や関係機関と
連携した個別教育支援
計画の作成・活用、一
人ひとりの状況に応じ
た指導・援助を検討す
る校内委員会等を充実
させ、進学・転学先へ
引き継ぐ

施策の方向　　⑵　多様な雇用環境の整備と就労支援

令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■大垣公共職業安定所
等と連携し、障がい者
雇用の促進に係るポス
ター掲示やチラシ等を
配布
・周知企業件数　25件

■大垣公共職業安定所
等と連携し、障がい者
雇用の促進に係るポス
ター掲示やチラシ等を
配布
・周知企業件数　24件

○

■大垣公共職業安定所
等と連携し、障がい者
雇用の促進に係るポス
ター掲示やチラシ等を
配布
・周知企業件数　25件

■障がい者の暮らしを
支える協議会就労支援
部会で就労の場の確保
や福祉的就労から一般
就労への支援について
協議
・開催回数　2回

■障がい者就労の相談
窓口を広報やホーム
ページで周知する

■障がい者の暮らしを
支える協議会就労支援
部会で、関係機関が参
加し協議を行った
・開催回数　2回

■障がい者就労の相談
窓口について、広報や
ホームページでの周知
を行った

○

■障がい者の暮らしを
支える協議会就労支援
部会で就労の場の確保
や福祉的就労から一般
就労への支援について
協議
・開催回数　2回

■障がい者就労の相談
窓口を広報やホーム
ページで周知する

＜障がい者雇用の促進＞
　法定雇用率の達成や特例子会社の活用等について民間企業に周知する

＜就学児童・生徒の豊かな個性を尊重した教育の推進＞
　インクルーシブな教育活動の推進と個性を尊重した教育の充実を図る

＜新たな雇用の場の創出＞
　雇用等支援制度、地域資源、ICTなどを活用し新たな雇用の場を創出する

施　策　事　業
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＜障がいのある児童・生徒の進路指導の推進＞
　将来の進路や職業を考える機会の場を提供し、進路指導を推進
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■農業組織等に対し
て、農福連携事業に関
する情報提供を行う

■農業組織等に対し
て、農福連携事業に関
する情報提供を行った
（1回）

■農福連携西濃地域連
携会議で各団体の取組
状況等の意見交換を
行った

○

■農業組織等に対し
て、農福連携事業に関
する情報提供を行う

■障がい者の雇用推進
と法定雇用率の維持の
ため、引き続き障がい
者の雇用に努める

■令和3年度の障がい者
法定雇用率（2.6％）を
満たす雇用人数を達成
・本市雇用率　2.76％

○

■障がい者の雇用推進
と法定雇用率の維持の
ため、引き続き障がい
者の雇用に努める

■市優先調達方針
・令和3年度目標額
　22,000,000円

■市優先調達方針
・令和3年度実績額
　33,703,145円 ○

■市優先調達方針
・令和4年度目標額
　24,000,000円

■随意契約による優先
発注に引き続き努める

■入札参加資格の申請
において、申請業者の
障がい者雇用促進への
配慮に係る審査を継続
する

■令和2、3、4年度物件
入札参加資格申請にお
いて、障害者雇用状況
の有無を全登録業者に
義務付けた

■随意契約による優先
発注
・随意契約数　6件

○

■随意契約による優先
発注に引き続き努める

■入札参加資格の申請
において、申請業者の
障がい者雇用促進への
配慮に係る審査を継続
する

＜市職員の採用＞
　法定雇用率の達成を考慮し、市職員の計画的な採用を実施

＜障害者就労施設への支援＞
　市優先調達方針を毎年度策定し、障がい者施設からの優先発注を進める

36-1
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施　策　事　業

＜農福連携事業の推進＞
　農福連携に関する情報提供を通じ農業分野での活躍の場づくりを推進
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＜障害者就労施設への支援＞
　市優先調達方針を毎年度策定し、障がい者施設からの優先発注を進める

36-2
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■障害者就労相談支援
事業の実施

■職場定着の支援

■障害者就労相談支援
事業の実施
・新規就労相談件数
　　　　　　　　85件
（身体）　19件
（知的）　 6件
（精神）　35件
（その他）25件

■職場定着の支援
・「大垣市障がい者就
労支援センター」や
「西濃圏域障害者就
業・生活支援セン
ター」と連携して実施

○

■障害者就労相談支援
事業の実施

■職場定着の支援

■訓練等給付費の支給
・「就労継続支援Ａ
型」「就労継続支援Ｂ
型」「就労移行支援」
「就労定着支援」の給
付費を支給

■障がい者の暮らしを
支える協議会就労支援
部会の開催

■訓練等給付費（就労
継続支援A型、就労継続
支援B型、就労移行支
援、就労定着支援）の
支給
・利用者数　　 611人
・給付費 731,048千円

■障がい者の暮らしを
支える協議会就労支援
部会の開催　2回
・新型コロナウイルス
感染症の影響による障
がい者の雇用について
検討
・コロナ禍における各
事業所の取り組みにつ
いて情報交換

○

■訓練等給付費の支給
・「就労継続支援Ａ
型」「就労継続支援Ｂ
型」「就労移行支援」
「就労定着支援」の給
付費を支給

■障がい者の暮らしを
支える協議会就労支援
部会の開催

37
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＜就労相談支援体制の確保＞
　就労支援センターにおいて、就労相談や就労定着への支援を進める

＜障がい特性に応じた就労支援の充実＞
　職業能力の開発や就労訓練、職場定着を関係機関と連携して推進

施　策　事　業

38

障
が
い
福
祉
課

施
策
番
号

担
当
課

－16－



施策の方向　　⑶　あらゆる社会参加活動への支援

令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■市役所内に手話通訳
者とコミュニケーショ
ン支援ロボットを配置

■手話・点訳・音訳講
習会の開催
・手話奉仕員養成講座　
　　　　　　　全46回
・点訳講習会　全29回
・音訳講習会　全15回

■手話通訳者等の派遣　
・派遣数　277回

■障がい福祉課に手話
通訳者（常勤1人）とコ
ミュニケーション支援
ロボット（1台）を配置

■手話、点訳、音訳講
習会の開催
⑴手話奉仕員養成講座
・まん延防止期間とな
り全日程中止
⑵点訳講習会　全19回
⑶音訳講習会　全15回

■手話通訳者等の派遣　
・派遣数　241回

○

■市役所内に手話通訳
者とコミュニケーショ
ン支援ロボットを配置

■遠隔手話サービス導
入の検討（新規）

■手話・点訳・音訳講
習会の開催
・手話奉仕員養成講座　
　　　　　　　全46回
・点訳講習会　全29回
・音訳講習会　全15回

■手話通訳者等の派遣　
・派遣数　280回

■障がい者団体へ育成
強化事業補助金を交付
・大垣市障害者団体連
絡協議会ほか計7団体　
　計1,369,000円

■障がい者団体へ育成
強化事業補助金を交付
・大垣市障害者団体連
絡協議会ほか計6団体　
　計1,238,304円

○

■障がい者団体へ育成
強化事業補助金を交付
・大垣市障害者団体連
絡協議会ほか計2団体　
　計1,147,000円

■社会参加の一環とし
て移動支援事業を実施

■西濃圏域福祉有償運
送市町共同運営協議会
において事業者登録や
利用促進策等を協議す
る
・登録事業所
　5か所（市内3か所）

■社会参加の一環とし
て移動支援事業を実施
・事業所数　17か所
・利用者数　78人

■広報やPRチラシ、
ホームページにて福祉
有償運送事業を周知し
た
・年度累計運行回数　
　2,583回
・登録事業所
　5か所（市内3か所）

○

■社会参加の一環とし
て移動支援事業を実施

■西濃圏域福祉有償運
送市町共同運営協議会
において事業者登録や
利用促進策等を協議す
る
・登録事業所
　5か所（市内3か所）

40
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＜コミュニケーション支援の充実＞
　手話通訳者や要約筆記者の人材の確保と支援ロボット等の活用

＜障がい者団体等の活動支援＞
　障がい者や家族が組織する団体の活動を支援し、施策への反映を図る

＜移動支援の充実＞
　移動支援事業や福祉有償運送の充実をNPO法人等とともに図る
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■社会参加への支援の
実施
・窓口やホームページ
でのサービス情報の提
供を実施
・補装具費や日常生活
用具費を支給

■社会参加への支援の
実施
・補装具の給付　212件
・日常生活用具の給付
　　　　　　  4,314件

○

■社会参加への支援の
実施
・窓口やホームページ
でのサービス情報の提
供を実施
・補装具費や日常生活
用具費を支給

■重度訪問介護利用者
大学修学支援事業の創
設（新規）

施策の方向　　⑷　生涯楽しめるスポーツや文化芸術活動の推進

令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■社会福祉法人等との
連携

■各種文化活動教室の
実施
・手芸教室　  年24回
・肢体不自由者パソコ
ン教室　　　　年12回　
　　
 　
・絵手紙教室　年12回
・絵画教室　　年12回
・陶芸教室　  年 4回
・健康講座　　年 2回　
　　　　　　　　ほか

■障がい者作品展の開
催

■社会福祉法人等が実
施する文化活動等の周
知や作品募集への協力
を行った

■各種文化活動教室の
実施
・手芸教室　　年11回
・肢体不自由者パソコ
ン教室 　　 実施なし
・絵手紙教室　年10回
・絵画教室　　年 8回
・陶芸教室　　年 3回
・健康講座  実施なし

■障がい者作品展の開
催
・市役所多目的スペー
スにて、障がい児者が
製作した絵画や手芸工
芸品等を展示（12月2日
～17日）
・障がい者の芸術文化
を支援する「TASCぎ
ふ」の活動を紹介

○

■社会福祉法人等との
連携

■各種文化活動教室の
実施
・手芸教室　  年24回
・肢体不自由者パソコ
ン教室　　　　年12回　
　　
 　
・絵手紙教室　年12回
・絵画教室　　年12回
・陶芸教室　  年 4回
・健康講座　　年 2回　
　　　　　　　　ほか

■障がい者作品展の開
催

＜文化芸術活動への支援＞
　社会福祉法人や支援団体等が実施する各種文化活動を支援

担
当
課

42

施
策
番
号

障
が
い
福
祉
課

施
策
番
号

担
当
課

施　策　事　業

＜社会参加に向けた多様な支援＞
　機能・生活訓練の実施、補装具等の給付、補助犬の啓発を実施
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■各種スポーツ・レク
リエーション教室や大
会の開催
・卓球教室、グランド
ゴルフ教室、ゲート
ボール教室等
・ボウリング大会、グ
ランドゴルフ大会

■全国大会出場者への
激励金を交付

■各種スポーツ・レク
リエーション教室や大
会の開催
・グランドゴルフ教室
                15回
・車いすダンス教室
                 7回
・フライングディスク
大会 　　　　　　  2
回

■全国大会出場者への
激励金を交付
・大会中止のため交付
なし

○

■各種スポーツ・レク
リエーション教室や大
会の開催
・卓球教室、グランド
ゴルフ教室、ゲート
ボール教室等
・ボウリング大会

■全国大会出場者への
激励金を交付

■かがやき成人学校
（後期）の開催

■かがやき成人学校
1DAY講座の開催
・受講者数　600人

■かがやき成人学校
（後期）
・講座数　 40講座 
・受講者数　499人
　
■かがやき成人学校
1DAY講座
・講座数　  9講座
・受講者数   75人

○

■かがやき成人学校
（後期）の開催

■かがやき成人学校
1DAY講座の開催
・受講者数　700人

■資料整備目標
・録音図書   　250点　
・大活字本　 1,900冊
・字幕ビデオ   650点　
・点字図書　 　700冊
・録音資料（CD)　
　　　　　　 2,400点　
・映像資料　 　900点　
（VHS,LD,DVD) 

■郵送貸出目標 140件

■資料整備実績
・録音図書(DAISY含む)
　　　　　　　 262点
・大活字本　 1,888冊
・字幕ビデオ　 649点
・点字図書　　 618冊
・録音資料（CD)　
　　　　　　 2,338点
・映像資料　　 873点
（VHS,LD,DVD) 

■郵送貸出実績
・点字雑誌　106件
・CD　　　　 22件
（合計　128件）

○

■資料整備目標
・録音図書   　260点　
・大活字本　 1,900冊
・字幕ビデオ   650点　
・点字図書　 　700冊
・録音資料（CD)　
　　　　　　 2,400点　
・映像資料　　 900点
（VHS,LD,DVD)

■郵送貸出目標 140件

＜スポーツ・レクリエーション活動の支援＞
　障がい特性に応じたスポーツやレクリエーションの開催や参加を支援

＜読書環境の整備＞
　読書等の機会を確保するため、資料の充実と郵送貸出の利用促進

図
書
館

施　策　事　業

＜生涯学習活動の充実＞
　生涯学習活動に参加できるよう配慮し、学習機会の充実を図る

46

施
策
番
号
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課

45

市
民
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課
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施策の方向　　⑸　合理的配慮と情報提供の充実

令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■点字の広報、議会だ
よりの発行委託
・広報 　　 年24回
・議会だより 年4回

■声の広報、議会だよ
りの発行委託
・広報　　　年24回
・議会だより 年4回

■視覚障がい者への配
慮としてSPコードを一
部文書に印刷し、市章
を打刻した封筒にて発
送する

■点字の広報、議会だ
よりの発行委託
・広報　　　年24回
・議会だより 年4回

■声の広報、議会だよ
りの発行委託
・広報　　　年24回
・議会だより 年4回

■視覚障がい者への配
慮としてSPコードを一
部文書に印刷し、市章
を打刻した封筒にて発
送した

○

■点字の広報、議会だ
よりの発行委託
・広報 　　 年24回
・議会だより 年4回

■声の広報、議会だよ
りの発行委託
・広報　　　年24回
・議会だより 年4回

■視覚障がい者への配
慮としてSPコードを一
部文書に印刷し、市章
を打刻した封筒にて発
送する

■市職員に対する各種
研修の実施
・障がい者理解の研修
等への参加を呼びかけ
る

■障害者差別解消法関
連
・合理的配慮事例等の
調査および事例集等の
周知　年2回
・「障がいのある方へ
の配慮マニュアル（職
員対応要領）」等の周
知

■市職員に対する各種
研修の実施
・「障がいのある方へ
の配慮マニュアル（職
員対応要領）」を活用
した職場研修を依頼し
た

■障害者差別解消法関
連
・合理的配慮事例の調
査　年2回
・「合理的配慮チェッ
クシート」及び「国の
事例集」の周知を実施
した

○

■市職員に対する各種
研修の実施
・障がい者理解の研修
等への参加を呼びかけ
る

■障害者差別解消法関
連
・合理的配慮事例等の
調査および事例集等の
周知　年2回
・「障がいのある方へ
の配慮マニュアル（職
員対応要領）」等の周
知

■消費生活相談の実施
・障がい者からの相談
に消費生活相談員が対
応
・事業者と障がい者と
の間に生じた消費生活
に関する苦情を適切か
つ迅速に処理するよう
努める
・消費生活に関する情
報提供

■消費生活相談の実施
・障がい者からの相談
に消費生活相談員が対
応した
・事業者と障がい者と
の間に生じた消費生活
に関する苦情を適切か
つ迅速に処理されるよ
う努めた
・消費生活に関する情
報提供を行った

○

■消費生活相談の実施
・障がい者からの相談
に消費生活相談員が対
応
・事業者と障がい者と
の間に生じた消費生活
に関する苦情を適切か
つ迅速に処理するよう
努める
・消費生活に関する情
報提供

ま
ち
づ
く
り
推
進
課

47

48

49
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課
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担
当
課

＜情報提供の充実＞
　障がい特性に配慮した広報の提供と多様な媒体による福祉サービスの周知

施　策　事　業

＜行政サービス等における配慮＞
　職員対応要領を周知することで適切な合理的配慮の徹底を図る

＜消費生活情報の提供＞
　消費者としての利益擁護を図るため、情報提供と相談対応に努める
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施策目標３　　安心できるまちづくりの推進

施策の方向　　⑴　バリアフリー・ユニバーサルデザインのまちづくり

令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■歩道の整備
・視覚障がい者誘導ブ
ロック設置、段差解消
　丸の内　2箇所
　中川町　1箇所

■歩道の整備
・視覚障がい者誘導用
ブロック設置
　丸の内2箇所
・段差解消
　中川町114m

○

■歩道の整備
・視覚障がい者誘導ブ
ロック設置、段差解消
　中川町　2箇所 105m

■公園の整備
・公園全体のバリアフ
リー化（丸の内公園、
曽根城公園)

■公園の整備
・公園全体のバリアフ
リー化（丸の内公園、
曽根城公園)

○

■公園の整備
・公園全体のバリアフ
リー化（平東公園)

■バリアフリー整備状
況調査
・令和2年度実績及び令
和3年度計画の調査
　1回

■バリアフリー整備状
況調査
・令和2年度実績及び令
和3年度計画の調査
　1回

○

■バリアフリー整備状
況調査
・令和3年度実績及び令
和4年度計画の調査
　1回

■継続的な普及活動の
実施
・市民、事業者、行政
が、それぞれの立場か
ら、ユニバーサルデザ
インの意義や重要性に
ついて理解を深めても
らうため、継続的な普
及啓発活動を行う

■継続的な普及活動の
実施
・大垣市ユニバーサル
デザイン、サインマ
ニュアルやユニバーサ
ルデザインのまちづく
りを推進するためのPR
漫画等を活用し、市
ホームページでの普及
啓発を行った

○

■継続的な普及活動の
実施
・市民、事業者、行政
が、それぞれの立場か
ら、ユニバーサルデザ
インの意義や重要性に
ついて理解を深めても
らうため、継続的な普
及啓発活動を行う

■重度身体障がい者が
居住する既存住宅の改
修費用を一部助成する
・日常生活用具（住宅
改修）の支給　4件

■重度身体障がい者が
居住する既存住宅の改
修費用を一部助成した
・日常生活用具(住宅改
修)の支給
　5件(782千円)

○

■重度身体障がい者が
居住する既存住宅の改
修費用を一部助成する
・日常生活用具（住宅
改修）の支給　4件

施
策
番
号

＜バリアフリー化・ユニバーサルデザインの導入の推進＞
　施設のバリアフリー化やユニバーサルデザインの導入の普及啓発

＜歩道や公園等の整備＞
　歩道の拡幅、段差解消や公園のバリアフリー化などの環境整備を推進

＜バリアフリー化・ユニバーサルデザインの導入の推進＞
　施設のバリアフリー化やユニバーサルデザインの導入の普及啓発

＜住宅改修の促進＞
　自立した日常生活が送れるよう住宅改修助成事業の利用促進を図る

50-1
道
路
課

公
園
み
ど
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課

社
会
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祉
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地
域
創
生
戦
略
課
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課

52

担
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課

施　策　事　業

51-2

50-2

51-1

＜歩道や公園等の整備＞
　歩道の拡幅、段差解消や公園のバリアフリー化などの環境整備を推進
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■屋内運動場改築（小
野小）
・改築に伴う段差解消
・多目的便所の設置

■屋内運動場改築（小
野小）
・改築に伴う段差解消
・多目的便所の設置 ○

■小学校トイレ改修
・トイレの床段差解消
　1か所
■中学校トイレ改修
・トイレの段差解消
　4か所

■市電子申請サービス
による行政手続のオン
ライン化を推進し、オ
ンライン手続の拡充を
図る
・手続数　42件

■電子申請サービス利
用状況
・手続数　　　146件
・利用件数　9,118件 ◎

■大垣市電子申請サー
ビスによる行政手続の
オンライン化を推進
し、オンライン手続の
拡充を図る
・手続数　200件

施策の方向　　⑵　障がいを理由とする差別の解消と権利擁護の推進

令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■広報等による啓発の
実施
・広報おおがきやホー
ムページ等に「障がい
者特集」を掲載する
（年1回）

■障害者週間における
啓発の実施
⑴パラスポーツ体験交
流会
⑵障害者週間街頭啓発
⑶障がい者作品展

■広報等による啓発の
実施
・広報12月1日号に障が
いに関する特集記事を
掲載
・ホームページで「新
しい生活様式の中での
障がいのある方の暮ら
しにご理解を」とし
て、障がい者の困りご
とや配慮方法等を掲載

■障害者週間における
啓発の実施
⑴パラスポーツ体験交
流会は開催中止
⑵障害者週間街頭啓発
・ぷちハツラツ市（11
月7日開催）にて手話体
験コーナーや授産製品
販売会を実施
⑶障がい者作品展（12
月2日～17日）

○

■広報等による啓発の
実施
・広報おおがきやホー
ムページ等に「障がい
者特集」を掲載する
（年1回）

■障害者週間における
啓発の実施
⑴障害者週間街頭啓発
⑵障がい者作品展

施
策
番
号

54

施　策　事　業

施　策　事　業

＜障がい者差別の解消の推進＞
　広報やホームページ等による啓発活動を通じ、障がい者の差別解消を図る

教
育
庶
務
課

担
当
課

情
報
企
画
課

＜学校施設のバリアフリー化の推進＞
　学校施設の段差解消や、手すりの設置などを推進

＜行政手続のオンライン化の推進＞
　ウェブ上で各種申請・届出が行えるよう行政手続のオンライン化を推進

担
当
課

障
が
い
福
祉
課
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■成年後見制度の周知
⑴成年後見制度の仕組
みを周知
⑵権利擁護部会での研
修会の開催
⑶障害者・児を抱える
家族を対象とした専門
家による勉強会の開催

■成年後見制度利用支
援事業の実施
⑴市長申立ての手続き
を検討
・申し立て件数　2件
⑵成年後見制度の利用
が困難な人に対する後
見人報酬助成を行う
・助成件数　4件

■成年後見制度の周知
⑴窓口にパンフレット
を配置
⑵障がい者の暮らしを
支える協議会権利擁護
部会において、障害者
団体の方を対象に研修
会を実施
・参加人数　30人

■成年後見制度利用支
援事業の実施
⑴市長申し立て件数
・実績なし
⑵後見人等報酬助成の
実施
・助成件数　3件

○

■成年後見制度の周知
⑴成年後見制度の仕組
みを周知
⑵権利擁護部会での研
修会の開催
⑶障害者・児を抱える
家族を対象とした専門
家による勉強会の開催

■成年後見制度利用支
援事業の実施
⑴市長申立ての手続き
を検討
・申し立て件数　2件
⑵成年後見制度の利用
が困難な人に対する後
見人報酬助成を行う
・助成件数　4件

■苦情相談窓口の活用
・岐阜県運営適正化委
員会を紹介し、問題の
解決を図る

■相談支援専門員と連
携し、苦情や課題を把
握し、定期的な事業所
訪問に努める

■苦情相談窓口の活用
・岐阜県運営適正化委
員会の苦情相談窓口を
周知した

■相談支援専門員と連
携し、苦情や課題を把
握し、定期的な事業所
訪問を実施した
・苦情相談件数　11件

○

■苦情相談窓口の活用
・岐阜県運営適正化委
員会を紹介し、問題の
解決を図る

■相談支援専門員と連
携し、苦情や課題を把
握し、定期的な事業所
訪問に努める

■人権相談の充実
・大垣地域
　毎月開催
・上石津、墨俣地域
　奇数月開催

■市広報紙、人権Ｌ
etter（年2回発行）、
ホームページなど、各
種媒体を用いた啓発

■人権相談などの充実
⑴大垣地域
・開催数　 10回
・相談件数　4件
⑵上石津地域
・開催数　  6回
・相談件数　0件
⑶墨俣地域
・開催数　　5回　
・相談件数　1件

■市広報紙、人権Ｌ
etter（10月・3月発
行）、ホームページに
よる相談日等の紹介

○

■人権相談の充実
・大垣地域
　毎月開催
・上石津、墨俣地域
　奇数月開催

■市広報紙、人権Ｌ
etter（年2回発行）、
ホームページなど、各
種媒体を用いた啓発

＜サービス利用に関する苦情解決＞
　障害福祉サービス事業所への苦情に対し、専門機関と連携して解決を図る

担
当
課

施　策　事　業
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＜成年後見制度の利用促進＞
　成年後見制度の情報提供と、必要経費の助成による利用支援を実施
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施
策
番
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＜人権相談などの充実＞
　相談支援体制の充実、人権問題の理解と認識を深める啓発を実施
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■障がい者虐待防止の
啓発
・パンフレットや広報
を活用し、虐待防止へ
の意識向上や通報等の
啓発を図る

■大垣市障がい者の暮
らしを支える協議会権
利擁護部会の開催
・講演や事例検証等を
通じて、関係機関によ
る障がい者虐待防止
ネットワークの体制を
充実させる

■障がい者虐待防止の
啓発
・パンフレットや広報
を活用し、虐待防止へ
の意識向上や通報等の
啓発を実施

■大垣市障がい者の暮
らしを支える協議会権
利擁護部会の開催
・障害福祉サービス事
業所職員を対象に、
「障害者虐待研修会」
を開催

○

■障がい者虐待防止の
啓発
・パンフレットや広報
を活用し、虐待防止へ
の意識向上や通報等の
啓発を図る

■大垣市障がい者の暮
らしを支える協議会権
利擁護部会の開催
・講演や事例検証等を
通じて、関係機関によ
る障がい者虐待防止
ネットワークの体制を
充実させる

施策の方向　　⑶　相互理解と交流を通じた心のバリアフリーの推進

令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■福祉教育の推進
・児童が障がいから生
じる困難を体験する授
業を行うなどして正し
い理解を促す。また、
自分から進んで行動が
とれるよう、具体的な
取り組みを促す

■福祉教育の推進
・各学校（小学校は主
に6年生、中学校は主に
2年生）の総合の授業
で、年1回、障がいから
生じる困難を体験する
授業を行い、正しい理
解を促した

○

■福祉教育の推進
・児童が障がいから生
じる困難を体験する授
業を行うなどして正し
い理解を促す。また、
自分から進んで行動が
とれるよう、具体的な
取り組みを促す

■交流及び共同学習の
推進
・特別支援学級と通常
学級、特別支援学校と
居住地校において交流
及び共同学習の推進を
図る

■交流及び共同学習の
推進
・小学校 18校 53学級
・中学校　9校 22学級

○

■交流及び共同学習の
推進
・特別支援学級と通常
学級、特別支援学校と
居住地校において交流
及び共同学習の推進を
図る

＜福祉教育の推進＞
　教科や道徳、総合学習の時間に障がい者理解と認識を深める学習を実施

学
校
教
育
課

学
校
教
育
課

障
が
い
福
祉
課

＜障がい者虐待の防止＞
　障がい者の虐待事案に対応するとともに家庭等での虐待防止啓発を実施

担
当
課

施　策　事　業

担
当
課

＜交流及び共同学習の推進＞
　学校内、学校間での交流及び共同学習を推進

施　策　事　業

61

60

59

施
策
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号

施
策
番
号
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■出前講座や障がい者
サポーター講習会の開
催
・出前講座「障がいの
特性と配慮について」
・障がい者サポーター
講座　4回開催

■出前講座や障がい者
サポーター講習会の開
催
・出前講座「障がいの
特性と配慮について」　
の開催　2回
・障がい者サポーター
講座の開催　3回
（9月開催分は緊急事態
宣言下のため中止）

○

■出前講座や障がい者
サポーター講習会の開
催
・出前講座「障がいの
特性と配慮について」
・障がい者サポーター
講座　4回開催

■手話講演会や簡単な
手話を学ぶ出張型のミ
ニ手話講座を開催（新
規）

■岐阜協立大学への委
託による啓発の実施
（新規）
・障がい者就労支援事
業所および大学生の参
加による「授産製品魅
力向上ワークショッ
プ」を通じて、特に若
い世代への理解啓発を
図る

■広報やホームページ
により、ヘルプマーク
について周知を行う

■ぎふ清流おもいやり
駐車場制度の周知
・障害者手帳交付時に
制度の説明を行い、対
象者への周知を促す

■広報やホームページ
により、ヘルプマーク
について周知を行った
・ヘルプマークの配布
枚数　667枚

■ぎふ清流おもいやり
駐車場制度の周知
・障害者手帳交付時に
制度の説明を行い、対
象者への周知を行った

○

■広報やホームページ
により、ヘルプマーク
およびヘルプカードに
ついて周知を行う

■ぎふ清流おもいやり
駐車場制度の周知
・障害者手帳交付時に
制度の説明を行い、対
象者への周知を促す

障
が
い
福
祉
課

障
が
い
福
祉
課

施
策
番
号

63

62

担
当
課

施　策　事　業

＜心のバリアフリーの推進＞
　出前講座等の啓発の機会を捉え、心のバリアフリーの推進を図る

＜ヘルプマーク等の周知＞
　「ヘルプマーク」や「ぎふ清流おもいやり駐車場制度」等の周知を図る
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施策の方向　　⑷　災害等の緊急時における安全・安心の確立

令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■災害時要援護者台帳
登録事業の実施
⑴自治会、民生児童委
員、警察署、消防組合
等に台帳リストを配布
⑵広報や手帳交付時な
どに周知
⑶災害時の避難行動支
援個別計画の作成

■災害時要援護者台帳
登録事業の実施
⑴登録件数　 3,811人
うち障がい者分 893人
※R4.3.31現在
⑵台帳リストの配布（6
月・12月）
⑶新規の障害者手帳交
付時などにチラシを渡
すなど事業を周知
⑷避難行動支援個別計
画の作成
・作成件数　 3,380人
うち障がい者分 772人
※R4.3.31現在

○

■災害時要援護者台帳
登録事業の実施
⑴自治会、民生児童委
員、警察署、消防組合
等に台帳リストを配布
⑵広報や手帳交付時な
どに周知
⑶災害時の避難行動支
援個別計画の作成

■自治会において、防
災資機材の購入を促進
する「自主防災組織支
援事業」を推進

■自治会において、防
災資機材の購入を促進
する「自主防災組織支
援事業」を推進　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　

○

■自治会において、防
災資機材の購入を促進
する「自主防災組織支
援事業」を推進

■防災行政無線の難聴
地域解消のため、屋外
拡声子局の増設整備を
行う

■屋外拡声子局を増設
・鶴見町（鶴見町児童
遊園）
・榎戸町（榎戸公園）
・外花4丁目（外花住宅
公民館）
・八島町（八島公園）

○

■防災行政無線と連携
し、一般電話への通知
を行うシステムを導入
する

担
当
課

施
策
番
号

＜地域防災ネットワークの整備＞
　地域防災ネットワークの整備を支援し、要援護者台帳の登録を進める

施　策　事　業

65

社
会
福
祉
課

危
機
管
理
室

64-1

危
機
管
理
室

64-2

＜地域防災ネットワークの整備＞
　地域防災ネットワークの整備を支援し、要援護者台帳の登録を進める

＜情報連絡体制の確保＞
　障がい特性に配慮した情報連絡体制の充実
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■広報やホームページ
のほか、防災啓発チラ
シを作成し、防災知識
の普及・啓発を図る

■窓口にて災害時支援
用バンダナを配布する

■地域における防災訓
練に障がいのある人が
参加できるように支援
する

■障害者手帳交付時に
「防災の手引きvol4」
を配布し、防災知識の
普及に努めた

■広報にて災害時障が
い者支援用バンダナの
周知を行った
・バンダナ配布枚数　
　236枚

■障害福祉サービス事
業所を通じて、利用者
家族にコロナウイルス
感染拡大防止の注意喚
起を行った

○

■広報やホームページ
のほか、防災啓発チラ
シを作成し、防災知識
の普及・啓発を図る

■窓口にて災害時支援
用バンダナを配布する

■地域における防災訓
練に障がいのある人が
参加できるように支援
する

■広報紙やホームペー
ジをポータルサイト等
を利用した防犯・防災
知識の普及、啓発を実
施する

■自主防災訓練の補助
や防災出前講座を実施
する

■防犯・防災知識の普
及、啓発を実施
⑴第2回水の都おおがき 
ジュニア防災士養成講
座開催
・修了者　 63人
⑵大垣市防災リーダー
スキルアップ公開講座
開催
・修了者　130人
（全日程修了者30人）
⑶出前講座開催
・開催回数   13回　
・受講者数　599人　
⑷詐欺多発を受け、広
報おおがきに啓発チラ
シを折り込み、注意を
呼びかけた

○

■広報紙やホームペー
ジをポータルサイト等
を利用した防犯・防災
知識の普及、啓発を実
施する

■自主防災訓練の補助
や防災出前講座を実施
する

■見守りほっとライン
（緊急通報システム）
の周知

■新規手帳交付時に見
守りほっとライン（緊
急通報システム）の制
度を説明し周知した
・利用件数　3件
（うち継続　3件）

○

■見守りほっとライン
（緊急通報システム）
の周知

担
当
課

施　策　事　業

＜緊急通報装置の整備＞
　日常の健康相談や緊急時の通報が可能なシステムの普及を図る

＜防犯・防災知識、感染症対策の普及、啓発＞
　防犯・防災知識と感染症対策、障がい者への援助に関する知識の普及

＜防犯・防災知識、感染症対策の普及、啓発＞
　防犯・防災知識と感染症対策、障がい者への援助に関する知識の普及

施
策
番
号
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■福祉避難所の体制整
備
・社会福祉施設等と協
定締結を推進し、迅速
かつ円滑に運営できる
体制の整備を図る

■社会福祉施設等と協
定締結を推進し、福祉
避難所の体制整備を
図った
・指定数　28施設
 ＜事業拡充＞
「ライフサーブ」（障
害福祉サービス事業
所）を追加

◎

■福祉避難所の体制整
備
・社会福祉施設等と協
定締結を推進し、迅速
かつ円滑に運営できる
体制の整備を図る

施策の方向　　⑸　共に支え合う地域共生社会の推進

令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■障がい者団体の行事
を支援
・障害者団体福祉事業
補助金交付件数　2件

■障がい者施設におけ
る地域住民との交流

■障がい者団体の行事
を支援
・障害者団体福祉事業
補助金交付件数　1件

■障がい者施設におけ
る地域住民との交流
・各種バザー等に参加
し、授産製品の販売を
通じた交流を行った

○

■障がい者団体の行事
を支援
・障害者団体福祉事業
補助金交付件数　3件

■障がい者施設におけ
る地域住民との交流

■地域におけるネット
ワークづくりの支援
・実施地区　20地区

■社会福祉協議会が実
施する「あんしん見守
りネットワーク事業」
を地域福祉計画に位置
付け支援した
・実施地区　20地区

○

■地域におけるネット
ワークづくりの支援
・実施地区　20地区

■精神障がいにも対応
した包括的な支援体制
の構築
・福祉・保健・医療・
教育・就労等、様々な
分野の専門的な関係機
関と連携し、精神障が
いにも対応した包括的
な支援体制の構築にむ
けた協議を実施する

■精神障がいにも対応
した包括的な支援体制
の構築に向け協議の場
を設けた
・医療機関、保健所、
相談支援事業所など18
人参加

○

■精神障がいにも対応
した包括的な支援体制
の構築
・福祉・保健・医療・
教育・就労等、様々な
分野の専門的な関係機
関と連携し、精神障が
いにも対応した包括的
な支援体制の構築にむ
けた協議を実施する

施　策　事　業担
当
課

＜地域交流の促進＞
　障がい者施設や団体が実施する地域交流行事を積極的に支援

＜見守り活動の促進＞
　自治会やボランティア、NPO法人等による見守り活動の促進

＜包括的な支援体制の整備＞
　精神障がいにも対応した包括的な支援体制の構築に努める

施
策
番
号

担
当
課

施　策　事　業

＜福祉避難所の確保＞
　福祉避難所の確保と、迅速かつ円滑に運営できる体制づくりに努める

社
会
福
祉
課
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施策の方向　　⑹　福祉人材・ボランティアの養成と確保

令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■ＮＰＯなど市民活動
の支援
⑴事業費等の補助を行
う市民活動助成
⑵まちづくり市民活動
支援センターの運営
⑶市民活動情報を発信
する「かがやきポータ
ルサイト」の運営

■ＮＰＯなど市民活動
の支援
⑴登録市民活動団体に
対し、資金助成を実施
・登録団体数 273団体
・市民活動助成 9団体
・初めの一歩助成
　　　　　　　 4団体
・団体設立助成 6団体
⑵まちづくり市民活動
支援センターを運営
・相談件数　838件
⑶かがやきポータルサ
イト」を運営
・登録団体数 225団体
・アクセス数 2,630件

○

■ＮＰＯなど市民活動
の支援
⑴事業費等の補助を行
う市民活動助成
⑵まちづくり市民活動
支援センターの運営
⑶市民活動情報を発信
する「かがやきポータ
ルサイト」の運営

■ボランティア市民活
動支援センターへの支
援

■社会福祉協議会が実
施する事業を地域福祉
計画に位置付け、ボラ
ンティア市民活動支援
センターの活動場所の
提供を行った
・登録団体数
　152団体　5,647人

○

■ボランティア市民活
動支援センターへの支
援

■手話・点訳・音訳講
習会の開催
⑴手話奉仕員養成講座
　　　　　　　全46回
⑵点訳講習会　全29回
⑶音訳講習会　全15回

■広報やメールマガジ
ンを活用して周知し、
参加を促す

■手話・点訳・音訳講
習会の開催
⑴手話奉仕員養成講座
・まん延防止期間とな
り全日程中止
⑵点訳講習会　全19回
⑶音訳講習会　全15回

■広報やメールマガジ
ン等で、ボランティア
活動を周知し、活動へ
の参加を促した

○

■手話・点訳・音訳講
習会の開催
⑴手話奉仕員養成講座
　　　　　　　全46回
⑵点訳講習会　全29回
⑶音訳講習会　全15回

■広報やメールマガジ
ンを活用して周知し、
参加を促す

施　策　事　業

＜NPO法人等市民活動への支援＞
　市民活動に対する事業費補助などによる支援

＜ボランティア活動に対する支援＞
　社会福祉協議会と連携してボランティア活動の啓発と普及を図る

＜ボランティアの養成＞
　障がい者を支援するボランティアの養成と確保を図る
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令和3年度事業計画 令和3年度事業実績 進捗状況 令和4年度事業計画

■障害福祉サービス事
業所に初めて就労する
ヘルパーの方に奨励金
を交付し、障害福祉分
野で働く人材を確保す
る
・奨励金交付件数 2件

■専門的な研修会や、
障がい福祉サービスに
関する制度改正につい
ての説明会への参加を
促す

■居宅介護等人材就労
支援奨励金
・奨励金交付件数 8件

■障がい者の暮らしを
支える協議会各部会に
おいて、事業所職員等
を対象にした研修を実
施
・障がいのある子の家
族が知っておきたい
「親なきあと」
・障がい者虐待防止研
修
・精神障がいにも対応
できる地域包括ケアシ
ステムの構築に向けて

◎

■障害福祉サービス事
業所に初めて就労する
ヘルパーの方に奨励金
を交付し、障害福祉分
野で働く人材を確保す
る
・奨励金交付件数 7件

■専門的な研修会や、
障がい福祉サービスに
関する制度改正につい
ての説明会への参加を
促す

施
策
番
号

担
当
課

施　策　事　業

障
が
い
福
祉
課

＜福祉人材の確保＞
　専門的な福祉人材の確保、スキルアップのための研修機会の提供

75
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